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個別注記表 
（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで） 

 
１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 

たな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。 

評価方法は総平均法を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

（1） 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数は以下のとおりです。 

 建物 2～44 年 

 構築物 2～57 年 

 機械及び装置 2～15 年 

 車両運搬具 2～3年 

 工具器具備品 2～17 年 

 

（2） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数は以下のとおりです。 

施設利用権 9年 

 商標権 8 年 

ソフトウェア 3～4 年 
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３ 引当金の計上基準 

 

  

（1） 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当期負担額を計上しております。 

（2） 役員賞与引当金 

  役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当

期負担額を計上しております。 

（3） 旧工場設備解体損失引当金 

     将来の利用見込が立たない旧工場設備につき、将来発 

生する解体撤去費用に備えるため、その費用見込額を計 

上しております。 

（4） 役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく 

期末要支給額を計上しております。 

（5） 特別修繕引当金 

     消防法により定期開放点検が義務づけられている特定 

危険物タンクに係る点検修繕費用の当期に対応する見積

額を計上しております。 

4 その他計算書類作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。また、消費税税額計算は簡易

課税方式によっております。 

  

 

 

 

２.貸借対照表に関する注記     

※1  圧縮記帳  当事業年度において、補助金の受入により機械及び装置 27,397

千円の圧縮記帳を行いました。貸借対照表計上額はこの圧縮記帳

額を控除しております。 

※2 未払消費税等 

 

 

消費税等の会計処理は簡易課税を適用のうえ、未払消費税等と

して表示しております。 
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３.損益計算書に関する注記 

 

※１ 消費税等納付差額 

 簡易課税方式を適用して算定された控除対象仕入税額が仕入

税額の実際支払額を超過する金額については消費税等納付差額

として処理しております。 

※2 補助金収入 

 

 

当社は、ボイラー燃料のガス化に伴い社団法人日本ガス協会か

ら補助金の交付を受けましたので、特別利益として補助金収入を

計上しております。 

※３ 減損損失 

 

 

 

 

 

 

当社は、アルコール製造・販売のみを事業として行っており、

事業用資産については全体を一つの資産グループとしておりま

す。また、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、

個々の物件単位でグルーピングをしております。 

当会計期間において、以下資産について減損損失を計上してお

ります。 

 

  上記は、日本アルコール産業株式会社法（平成 17年法律第 

32 号）に基づき、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構から承継したもので、現在は遊休資産となっております

が、今後の利用計画が定まっていないことから、帳簿価格を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上しており

ます。なお、土地については不動産鑑定評価額をもとに、正味

売却価額を測定し、回収可能価額としております。 

減損損失額の内訳は、次のとおりであります。 

   建物       200,693 千円 

   構築物      26,135 

   機械及び装置  4,050 

   土地        19,560   

   計      250,438 千円 

用途 場所 種類 減 損 損 失

（千円） 

熊本県菊池郡 建物、構築物、機械

及び装置、土地 

185,071 

東京都目黒区 建物、構築物、土地 52,983 

茨城県石岡市 構築物、土地 10,162 

 

 

遊休 

鹿児島県鹿屋

市 

構築物 2,222 

合 計 250,438 
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※４ 固定資産圧縮損  当社は、ボイラー燃料のガス化に伴い社団法人日本ガス協会か

ら補助金の交付を受け、取得した固定資産につき圧縮記帳をする

こととしました。 

 

４.株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 60 千株 － － 60 千株 

(注)「前事業年度末」には、会社設立時の計数を記載しております。 

 

（２）．自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

（３）．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

（４）．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 

５.税効果会計に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

６.リースにより使用する固定資産に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

７.関連当事者との取引に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

８.１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 340,279 円 09 銭 

 １株当たり当期純損失 10,720 円 91 銭 

 なお、潜在株式調整後 1株当たり純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

９.重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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